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１．事業の概要

沓形港は、利尻島の西側に位置する利尻町が管理する地方港湾です。
本港は、利尻町で産出される砂利・石材等を中心とする物資等の搬出入を行う物

流の拠点として、また、ホッケ刺し網漁を始めとしタコ、コンブ、ウニ等の沿岸漁業の
拠点として重要や役割を担っています。

さらに、利尻島と礼文島を結ぶフェリー航路の拠点、クルーズ船の寄港地として、
利尻島観光による地域活性化の拠点としての役割も担っています。

沓形港沓形港全景

３

（１）沓形港の概要

本港地区



○沓形港の港勢（１）

沓形港移出入別取扱貨物量の推移

貨物内訳 （平成30年実績）

４

入港船舶隻数の推移

（単位：千トン）
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鉱産品取扱量の推移 重油取扱量の推移

５

○沓形港の港勢（２）

出典：沓形港港湾管理者調べ
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漁獲数量及び漁獲金額の推移

（単位：千円）（単位：ﾄﾝ）

○沓形港の水産動向

６

登録漁船隻数及び組合員数の推移

魚種別漁獲数量及び漁獲金額の内訳

出典：利尻漁業協同組合調べ 出典：利尻漁業協同組合調べ

出典：利尻漁業協同組合調べ
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大型クルーズ船寄港回数と乗降客数の推移

○沓形港の大型旅客船動向

７

撮影：H30.8.29 大型クルーズ船入港状況
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（２）事業名と事業の目的

８

事業名 沓形港 本港地区 国内物流ターミナル整備事業

未整備箇所

整備済箇所

撮影：H30.6.16

大型クルーズ船寄港状況

避泊水域

耐震強化岸壁

ぱしふぃっくびいなす

【目的１】
耐震強化岸壁の整備により、大規模地震発生時における

緊急物資輸送・物流機能の確保を図ります。さらに、大型ク
ルーズ船の寄港需要に対応します。

【目的３】

防波堤整備により、港内静穏度の向上及び
沖合いを航行する貨物船に必要となる避泊水
域を確保し、海難の減少を図ります。

【目的２】

老朽化した係留施設の改良整備により、平常時における
輸送コストを削減し、物流効率化を図ります。

荒天時における貨物船の避難状況



（３）事業の経緯

９

事 業 名
沓形港 本港地区
防波堤整備事業

沓形港 本港地区
国内物流ターミナル整備事業

１９９１（平成 ３）年度 現地着工

２０００（平成１２）年度 再評価の実施

２００２（平成１４）年度 新規事業採択時評価

２００３（平成１５）年度 現地着工

２００５（平成１７）年度 再評価の実施

２０１０（平成２２）年度 再評価の実施

２０１１（平成２３）年度 再評価の実施

２０１３（平成２５）年度
再評価の実施

【整備事業の一体的評価】

２０１６（平成２８）年度 再評価の実施

２０２０（令和 ２）年度 再評価の実施

２０２５（令和 ７）年度 事業完了予定



１０

○ 総事業費
146億円

○ 残事業費
17億円

○ 整備予定期間
平成3年度～令和7年度

○ 整備進捗率
88％

岸壁(-7.5m)(耐震)

港湾施設用地(北)

物揚場(-3.5m)(第1)(改良)

道路(南)

泊地(-7.5m)

岸壁(-4.5m)(日出)(改良)

岸壁(-4.5m)(第2)(改良)

岸壁(-5.0m)(第3)(改良)

防波堤(西)(改良)

岸壁(-5.0m)(日出)(改良)

防波堤(島)

沓形港（本港地区）

事業主体 施設名 規模 整備期間

国

岸壁(-7.5ｍ)(耐震) 160m 平成15年度～令和元年度

港湾施設用地(北) 2,150㎡ 平成17年度～平成23年度

道路(南) 150m 平成22年度～平成23年度

泊地(-7.5ｍ) 4,000㎡ 平成17年度

岸壁(-5.0ｍ)(第3)(改良) 120m 平成25年度～平成30年度

岸壁(-4.5ｍ)(第2)(改良) 110m 平成23年度～平成24年度

物揚場(-3.5ｍ)(第1)(改良) 213m 平成24年度～平成27年度

岸壁(-4.5ｍ)(日出)(改良) 111m 平成30年度～令和4年度

岸壁(-5.0ｍ)(日出)(改良) 85m 平成29年度～令和3年度

防波堤(西)(改良) 180m 平成20年度～令和7年度

防波堤(島) 450m 平成 3年度～令和7年度

（４）事業計画（計画変更後）

未整備箇所

整備済箇所

○ 施設規模



（５）全体事業費・事業期間の変更

〇全体事業費の変更 前回評価(H28) 今回評価(R2) 増減

137.7億円 145.8億円 ＋8.1億円

１１

【変更要因】
岸壁(-4.5m)(日出)(改良)、岸壁(-5.0m)(日出)(改良)、岸壁(-5.0m)(第3)(改良)において、老朽化した上部工・舗装工を

更新するとしていたが、本体工も欠損等の老朽化が確認されたため、本体工を含めた更新とします。

本体工 コンクリート欠損

【変更要因】
岸壁（-7.5m）（耐震）において、大型クルーズ船入港時に海上に孤

立している既存係船柱まで、通船を用いて係留していました。
大型クルーズ船増加により係留頻度が増えたことから、作業員が

安全に移動するための連絡橋を整備しました。(+1.1億円)

係船柱

岸壁（-7.5m）（耐震）

連絡橋
１）岸壁（-7.5m）（耐震） 事業費1.1億円増

２) 岸壁(-4.5m)(日出)(改良) 事業費3.5億円増
岸壁(-5.0m)(日出)(改良)  事業費3.1億円増
岸壁(-5.0m)(第3)(改良)      事業費0.4億円増 合計7億円増

老朽化した上部工、舗装工を撤去し張り替え
老朽化が進んでいる既設構造物を撤去し、本体工は

水中コンクリート又は直立消波ブロックで更新

係船柱



〇事業期間の変更 前回評価(H28) 今回評価(R2) 増減

平成3年～令和2年 平成3年～令和7年 ＋5年

１２

1)整備期間の延伸理由

岸壁(-4.5m)(日出)(改良)、岸壁(-5.0m)(日出)(改良)において、老朽化調査及び本体工を含めた更新に伴い、防
波堤(島)施工と重複した作業ヤードの使用が困難であるため、防波堤（島）施工を先送りし事業期間を延伸しま
す。(+５年）

前回評価時 今回評価時

施設名
2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

岸壁(-4.5m)(日出)(改良)

岸壁(-5.0m)(日出)(改良)

防波堤(島)

老朽化調査及び本体工を含めた更新
に伴う事業期間の延伸（＋２年）

岸壁(-4.5m)(日出)(改良）の作業ヤード使用後
の施工としたため先送り（＋５年）



２．事業の必要性等

本整備事業により期待される効果

○定量的な効果

Ａ．陸上輸送コストの削減（石材・砂利）

Ｂ．輸送コストの削減（重油）

Ｃ．震災時における輸送コストの削減

Ｄ．滞船コストの削減

Ｅ．クルーズ客船乗客の移動コストの削減

Ｆ．海難の減少

（年間６１百万円）

（年間６１百万円）

（震災１回当たり１，０６８百万円）

（年間５０百万円）

（年間１６百万円）

（年間１，６６０百万円）

○定性的な効果

Ｇ．耐震強化岸壁の整備による離島地域の安全・安心確保

Ｈ．大型クルーズ船乗船客との交流による地域の活性化

Ｉ．水産業の振興

Ｊ．港内静穏度向上による船舶の安全性向上

１３

（１）本整備事業により期待される効果



（２）定量的な効果

本整備事業の実施（岸壁・防波堤の整備）により、引き続き沓形港での貨物の取り扱いが可能とな
ることで、石材・砂利の陸上輸送コストの増加が回避されます。

年間６１百万円の陸上輸送コスト削減

○輸送コスト削減便益
輸送車両台数(台)×陸上輸送削減距離(km/台)×陸上輸送単価(円/km)

１４

Ａ．陸上輸送コストの削減(石材・砂利)

without時 with時

代替港
(鴛泊港鬼脇港区)

荷主
×

沓形港

陸上輸送距離が長い

代替港
(鴛泊港鬼脇港区)沓形港

荷主

陸上輸送距離が短縮



Ｂ．輸送コストの削減(重油)

本整備事業の実施（岸壁・防波堤の整備）により、引き続き沓形港での貨物の取り扱いが可能となる
ことで、重油の陸上輸送コストの増加が回避されます。

また、引き続き油槽船による苫小牧港及び稚内港から沓形港への直接の入港が可能となることで、
海上輸送コストの増加が回避されます。

○陸上輸送コスト削減便益
輸送車両台数(台)×陸上輸送削減距離(km/台)×陸上輸送単価(円/km)
○海上輸送コスト削減便益
海上輸送削減回数(回)×海上輸送日数(日/回)×海上輸送単価(円/日)

年間６１百万円の輸送コスト削減
１５

without時 with時

代替港
(鴛泊港鬼脇港区)

×
沓形港

荷主

フェリー輸送

沓形港

代替港
（鴛泊港鬼脇港区）

荷主

油槽船



Ｃ．震災時における輸送コストの削減

本整備事業の実施（耐震強化岸壁の整備）により、新たに大規模地震発生時における緊急物資や
最小限の物流機能の確保が可能となることで、輸送コストの削減が図られます。

なお、便益の算定においては、整備が行われなかった場合、沓形港の岸壁が被災し、ヘリコプター
や本土から香深港を中継した輸送となるため、輸送コストの削減を効果としています。

○緊急物資の輸送コスト削減便益
緊急物資量輸送回数(回)×輸送費用単位(円/回)(ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ)

○一般貨物の輸送コスト削減便益
貨物量(台船隻数)(隻)×台船輸送単価(円/隻)

震災1回あたり１，０６８百万円の輸送コスト削減 １６

without時 with時

本土 ヘリコプターによる
代替輸送
(緊急物資)

香深港

海上輸送
(一般物資)

被災者及び荷主

被災地域
(利尻島)沓形港

本土

海上輸送
(緊急物資・一般物資)

被災地域
(利尻島)

沓形港

被災者及び荷主



Ｄ．滞船コストの削減

○滞船コスト削減便益
滞船削減時間(h) ×対象隻数(隻)×小型船の運航単価(円/隻・h)

年間５０百万円の滞船コスト削減

施設老朽化により準備・陸揚岸壁が
不足し、順番待ちの滞船が発生

：陸揚作業中の漁船

：順番待ちの漁船

水産対応係留
施設の老朽化

水産対応係留
施設

使用不可

水産対応係留
施設の改良

：陸揚作業中の漁船

：順番待ちの漁船

水産対応係留
施設

物揚場改良により、準備・陸揚時
の滞船が改善

滞船改善

本整備事業の実施（物揚場の整備）により、係留施設が延命化されることで、小型船の準備・陸揚時
の滞船が解消され、時間コストの削減が図られます。

１７

without時 with時



Ｅ．クルーズ客船乗客の移動コスト削減

本整備事業の実施（耐震強化岸壁の整備）により、新たにクルーズ客船対応の施設が確保され、ク
ルーズ客船の入港・着岸が可能となることで、クルーズ客船乗客の移動時間コストの削減が図られます。

○クルーズ客船乗客の移動コスト削減便益
対象隻数(隻)×旅客数(人/隻)×移動削減時間(h/人)×時間費用単価(円/h）

年間１６百万円の移動コスト削減

本船が着岸し乗降可
能となるため乗客の
乗降時間が大幅に短
縮される (60分/人)

１８

without時 with時

大型旅客船入港状況

テンダーボートによるピストン輸送となる
ため乗客の乗降時間が長い(190分/人)



Ｆ．海難の減少

本整備事業の実施（防波堤の整備）により、港内の静穏度が向上し、安全な航行や荷役に加えて、
荒天時における港内での船舶の避泊が可能となることで、海難事故による損失回避が図られます。

○海難事故の損失回避便益
荒天時における避難船収容隻数(隻/回)×年間荒天回数(回)×損失額(円/隻)

年間１,６６０百万円の海難による損失回避

静穏度が低いため、安全な
避泊に支障がある

港内擾乱

１９

without時 with時

避泊可能

静穏度向上により、安全な
避泊日数が増加する

防波堤の整備

貨物船の沓形港避難状況



（３）定性的な効果

２０

Ｇ．耐震強化岸壁の整備による離島地域の安全・安心確保

本整備事業の実施により、大規模地震時における緊急物資輸送が確保されること
で、地域住民（利尻島民）の生活維持に寄与します。

また、震災後の物資供給ルートに対する不安が解消されます。

Ｈ．大型クルーズ船乗船客との交流による地域の活性化

大型クルーズ船に対応可能な岸壁が整備され、大型クルー
ズ船の入港が可能となり、地元住民と乗船客との交流機会が
増加するほか、利尻島観光の活性化が図られます。

さらに、クルーズ船の入港が簡易になることで、離島地域へ
の更なる経済活動の活性化に寄与します。

Ｉ．水産業の振興

岸壁の低天端化やエプロン勾配の緩和など、機能増強に資する施設整備を推進
することにより、高齢化が進む漁業者の労働環境を改善するほか、漁港区へのふれ
こみ対策に配慮した防波堤(西)の改良により、漁船損傷事故を未然に防ぐなど、基
幹産業である水産業の振興が図られます。

防波堤が整備されることで、港口や港内の静穏度が向上し、利用船舶の安全な入
出港や航行が確保されるとともに、船舶の係留、荷役の安全性の向上が図られます。

Ｊ．港内静穏度向上による船舶の安全性向上

大型クルーズ船入港状況



（４）費用対効果の算定結果

○全体事業
●条件 基準年：令和２年度 供用期間：50年

●総費用（現在価値化後） (億円) ●総便益（現在価値化後） (億円)

※端数処理のため各項目の金額の和は合計欄に記入している数字と一致するとは限らない。

●算定結果

便益の現在価値（Ｂ） 413.1

費用の現在価値（Ｃ） 338.1
Ｂ／Ｃ＝

費用便益比
（ＣＢＲ）

＝ ＝ 1.2

●感度分析

変動要因 基本ケース 変動ケース 費用便益比

需要 1.2 ±10％ 1.1～1.3

事業費 1.2 ±10％ 1.2～1.2

事業期間 1.2 ±10％ 1.2～1.2

２１

費用内容 総費用

〇建設費
〇運営・維持費

337.9
0.2

合 計 338.1

費用内容 便益費

〇陸上輸送コストの削減（石材・砂利）
〇輸送コストの削減（重油）

〇震災時における輸送コストの削減
〇滞船コストの削減
〇クルーズ客船乗客の移動コストの削減
〇海難の減少
〇残存価値

11.0
19.4
3.0

12.6
4.8

359.5
2.8

合 計 413.1



○残事業
●条件 基準年：令和２年度 供用期間：50年

●総費用（現在価値化後） (億円) ●総便益（現在価値化後） (億円)

※端数処理のため、各項目の金額の和は、合計欄に記入している数字と必ずしも一致するとは限らない。

●算定結果

便益の現在価値（Ｂ） 42.0

費用の現在価値（Ｃ） 14.1
Ｂ／Ｃ＝

費用便益比
（ＣＢＲ）

＝ ＝ 3.0

●感度分析

変動要因 基本ケース 変動ケース 費用便益比

需要 3.0 ±10％ 2.5～3.1

事業費 3.0 ±10％ 2.7～3.3

事業期間 3.0 ±10％ 2.9～3.0

２２

費用内容 総費用

〇建設費
〇運営・維持費

14.0
0.2

合 計 14.1

費用内容 便益費

〇陸上輸送コストの削減（石材・砂利）
〇海難の減少

6.8
35.2

合 計 42.0



○前回評価との比較

前回評価

（H28再評価）

今回評価

（R2再評価）
備 考

事業費

(億円)
138 146

クルーズ船係留作業のための連絡橋設置及び
岸壁の老朽化に伴う本体工を含めた更新によ
る増加

整備予定期間 平成3年度～令和2年度 平成3年度～令和7年度 作業ヤード調整に伴う工程の見直し

便益の対

象となる

需要予測

便益対象貨物
13.0万トン／年

(令和3年度)

7.4万トン／年

(令和8年度)

実績を踏まえ、需要予測の見直し

震災時

(緊急物資)
737トン／震災 576トン／震災

震災時

(一般貨物)
50万トン／震災 45万トン／震災

利用小型船隻数
15隻／年

(令和3年度)

16隻／年

(令和8年度)

クルーズ客船隻数
8隻／年

(令和3年度)

8隻／年

(令和8年度)

避泊隻数

（受入可能回数）

1隻

（8.4回/年）

1隻

（8.4回/年）

便益(現在価値化後)

(億円)
356 413

B/C 1.4 1.2

２３

○コスト縮減
岸壁の改良工事において、岩盤の撤去を最小限とした構造形式を採用したことにより、コスト縮減

が図られます。
コスト縮減額 44百万円



３．事業進捗の見込み

※「数量」は、現地着工した整備施設の事業費による換算数量とし参考値とする。

２４

○平成３年度から令和２年度までの整備状況

○事業の進捗の見込み

本事業にかかる関係機関との調整は整っています。
事業が順調に進んだ場合は、令和7年度の完了を予定しています。

施設名 全体事業 実施済事業 残事業 進捗率 備考

岸壁(-7.5m)(耐震)
事業費 21億円 21億円 －

100.0％ 完了
数量 160m 160m －

港湾施設用地(北)
事業費 1億円 1億円 －

100.0％ 完了
数量 2,150㎡ 2,150㎡ －

道路(南)
事業費 0.4億円 0.4億円 －

100.0％ 完了
数量 150m 150m －

泊地(-7.5m)
事業費 1億円 1億円 －

100.0％ 完了
数量 4,000㎡ 4,000㎡ －

岸壁(-5.0m)(第3)(改良)
事業費 5億円 5億円 －

100.0％ 完了
数量 120m 120m －

岸壁(-4.5m)(第2)(改良)
事業費 4億円 4億円 －

100.0％ 完了
数量 110m 110m －

物揚場(-3.5m)(第1)(改良)
事業費 6億円 6億円 －

100.0％ 完了
数量 213m 213m －

岸壁(-4.5m)(日出)(改良)
事業費 5億円 0億円 5億円

6.0％ 継続
数量 111m 7 m 104m

岸壁(-5.0m)(日出)(改良)
事業費 4億円 4億円 0億円

89.5％ 継続
数量 85m 75m 10m

防波堤(西)(改良)
事業費 0.4億円 0.1億円 0.3億円

33.2％ 継続
数量 180m 61m 119m

防波堤(島)
事業費 96億円 85億円 12億円

87.7％ 継続
数量 450m 394m 56m

（事業費：億円、数量：m、m2）



２５

４．地方公共団体等の意見

５．対応方針（案）
本事業の必要性や重要性に変化はなく、費用対効果等の投資効果も

確保されていることから、本事業を継続します。

対応方針（案）につきましては、特段の意見はありません。
事業継続につきましては、特段のご配慮をお願い申し上げます。


